
寄 附 金 等 10¶000¶001 2¶400¶000 0 12¶400¶001 ＊３

目 的 積 立 金 669¶296¶409 0 0 669¶296¶409

損益外除売却差額相当額 � 159¶848¶743 0 82¶584¶857 � 242¶433¶600 ＊４

計 3¶473¶016¶539 432¶746¶213 104¶976¶812 3¶800¶785¶940

損 益 外 減 価 償 却 累 計 額 � 8¶633¶194¶933 � 766¶887¶419 � 109¶407¶975 � 9¶290¶674¶377 ＊５

損 益 外 減 損 損 失 累 計 額 � 5¶003¶950 0 0 � 5¶003¶950

損 益 外 利 息 費 用 累 計 額 � 3¶554¶121 � 329¶912 � 1¶412 � 3¶882¶621 ＊６

差 引 計 � 5¶168¶736¶465 � 334¶471¶118 � 4¶432¶575 � 5¶498¶775¶008

` 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
``１ 積立金の明細 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

積立金（準用通則法第44条第１項積立金） 3¶344¶808 3¶087¶325 0 6¶432¶133＊１

教育研究の質の向上及び組織運営の改善
に充てるための目的積立金（準用通則法
第44条第３項積立金）

122¶796¶822 73¶285¶526 0196¶082¶348＊２

前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金 205¶522¶484 0 2¶274¶642203¶247¶842＊３

計 331¶664¶114 76¶372¶851 2¶274¶642405¶762¶323

＊１ 当期増加額は、準用通則法第44条第１項積立金への振替によるものです。
＊２ 当期増加額は、準用通則法第44条第３項積立金への振替によるものです。
＊３ 当期減少額は、当該積立金の使途に沿った使用によるものです。
``２ 目的積立金の取崩しの明細 （単位：円）

積立金の名称及び事業名
前中期目標期間繰越積立金

法人化以前に発生した事件にかかる損害賠償（承継剰余金相当）

一 般 管 理 費

損 害 賠 償 金 2¶274¶642

小 計 2¶274¶642

合 計 2¶274¶642

a 業務費及び一般管理費の明細 （単位：円）

教育経費
消耗品費 311¶207¶145

備品費 141¶299¶563

印刷製本費 54¶988¶297

水道光熱費 157¶992¶461

旅費交通費 70¶058¶510

通信運搬費 14¶899¶808

賃借料 12¶878¶739

車両燃料費 187¶245

福利厚生費 15¶460¶603

保守費 56¶261¶178

修繕費 104¶994¶609

損害保険料 2¶124¶960

広告宣伝費 849¶190

行事費 21¶011¶357

諸会費 3¶774¶720

会議費 115¶700

報酬・委託・手数料 246¶465¶371

奨学費 195¶865¶800

減価償却費 165¶548¶739

貸倒損失 6¶004¶250

雑費 2¶907¶603 1¶584¶895¶848
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＊１ 施設費で資産を購入したことによる増加及び施設費で購入した資産を除却したことによる減少であります。（当期増加額のうち32¶247¶498円は、国立大学財務・経営センターからの受入相応額であ
ります。）

＊２ 授業料により、非償却資産を購入したことによる増加であります。
＊３ 非償却資産を寄付受けしたことによる増加であります。
＊４ 国から譲与された物品を除却したことによる減少（11¶223¶919円）及び政府出資資産を除却したことによる減少（71¶360¶938円）であります。
＊５ 特定償却資産の減価償却による増加及び特定償却資産の除却による減少であります。
＊６ 特定償却資産の資産除去債務の時の経過による増加及び資産除去債務の履行による減少であります。
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